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Ⅰ 策定にあたって  

 

１ 札幌水道長期構想の策定趣旨 

 

札幌市は，これまで，右肩上がりの社会経済情勢の中，７期にわたる拡

張事業と，それに続く４次にわたる施設整備事業により，長期的な見通し

のもと，水源の確保や保全をはじめ，浄水場や配水管など水道施設の拡張

整備や維持管理を適切に行い，安全・安定給水に努める一方，常に事業の

効率化を図り，健全財政を保ちながら事業運営を行ってきました。 

しかしながら，社会経済的要因による水需要の量的及び質的変化，安全

性やおいしさに対する利用者の関心の高まり，規制緩和の進展，地球規模

での環境問題の顕在化，地方分権・協働型社会への意識の高まりなど，近

年の水道事業を取り巻く状況は大きく変化してきています。 

加えて，経済情勢の先行きも安定的とはいえず，財政運営は一段と厳し

さを増していくものと考えられます。 

このように社会環境が大きく変化する中，市民生活と都市活動に欠かす

ことのできないライフライン１として，札幌市の水道事業（以下「札幌水

道」という。）が良質で安全かつ安定的な給水を堅持していくためには，事

業運営の方向性を見定めるための長期的な事業構想を持つことが必要です。 

また，水道事業は公共性が強い独占事業であるため，運営のあり方につ

いて利用者の理解を得ることは不可欠であり，このため，事業の長期的な

方向性を打ち出すことは，利用者との協力関係を深めるためにも必要です。 

以上の趣旨をもって，このたび札幌水道長期構想（以下「長期構想」と

略す。）を策定したものです。 

 

２ 札幌水道長期構想の位置づけ 

 

長期構想は，概ね四半世紀にわたる札幌水道の運営に関する長期的な方

向性と施策推進の基本的な考え方を掲げたものです。 

また，長期構想に基づく個々の事業の実施に当たっては，財政的な検討

を加えた中期計画を策定し，さらに年度計画（毎年度の予算執行）の中で，

その効果的で着実な進行管理を行っていきます。 

なお，今後，水道事業を取り巻く環境に大きな変化が生じた場合には，

適宜，長期構想の見直しを行います。 

                         
１ライフライン 生活や生命を維持するために必要な電気・ガス・水道などの供給システム。 
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Ⅱ 札幌水道のあゆみ 

 

札幌水道の歴史は比較的浅く，政令指定都市の中でも最も後発の水道です。

これは，札幌市が豊平川に由来する良質で豊富な地下水に恵まれ，当初は水

道の必要性があまり認識されていなかったためです。 

しかし，都市化や人口増加により地下水の水質汚染が進み，公衆衛生の向

上や消防水利の確保などを目的として水道の必要性が認められるようになり，

日本初の近代水道が横浜に誕生してから５０年後の昭和１２年（1937年）に，

当時としては最新の技術を導入した藻岩浄水場をはじめとする水道施設が完

成し，札幌水道が創設されました。 

その後，高度経済成長の時代を迎え，昭和３５年（1960年）には，札幌市

の人口が５０万人に達するとともに，生活水準も向上し，水需要が急激な伸

びを示し始めました。また，昭和３６年（1961年）５月には隣接する豊平町

と合併したことに続き，同４２年（1967年）３月には手稲町とも合併し，札

幌水道は大きく広がることとなりました。そこで，将来にわたって十分な水

を確保するための水源として豊平峡ダムを建設するとともに，新たな水源に

対応する浄水場として，昭和４６年（1971年）に白川浄水場が通水しました。 

さらに，市内のすみずみまで給水するために，宅地化の進む高台地区への

給水を可能とするポンプ場や配水池などの高区配水施設の整備を開始すると

ともに，昭和５３年（1978年）には，さらなる給水需要の増大に対応するた

め定山渓ダムの建設に着手しました。そして，平成元年（1989年）の定山渓

ダム完成に伴い，白川浄水場の増強を段階的に行いました。平成４年（1992

年）からは，長期的な展望に立った水源を確保するため，当別ダムを水源と

する石狩西部広域水道企業団に北海道や近隣市町とともに参画しています。 

 

給水人口と普及率の推移 
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また，創設から半世紀が経過し，水需要の増加に対応してきた時代から，

施設の維持管理や改良・更新が重要となる時代を迎える中，平成９年度（1997

年度）から平成１４年度（2002年度）にかけては，老朽化した藻岩浄水場の

大規模改修を行ったところです。 

現在は，全国でも有数の大規模水道事業体の一つに成長して，１００％近

い普及率を達成し，市民生活及び都市機能を維持するためのライフラインと

して必要不可欠な存在となっています。 
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年表 札幌水道の主な出来事 

 

 

 

年号 西暦 で き ご と 

明治 43 1910 臨時水道調査委員会設置(9 月) 

大正８ 1919 水利権の許可申請(6 月) 

事業認可申請(上水道事業・電気事業併営)(7 月) 

昭和６ 1931 水利権の許可取得(3 月) 

上水道事業・電気事業併営案可決(11 月) 

８ 1933 電気事業案廃止(北海水カ電気株式会社へ水利権譲

渡)(8 月) 

９ 1934 水道敷設の認可，着工(2 月) 

水道部設置(3 月)，起工式(6 月) 

12 1937 水道使用条例施行(4 月) 

藻岩第 1 浄水場通水(4 月) 

上水道工事しゅん功(6 月)，落成式(7 月) 

24 1949 放任給水制から全戸計量制への切り替え着手 

29 1954 第 1 期拡張事業認可(6 月)，起工(9 月) 

32 1957 水道法制定，水道条例廃止(6 月) 

局制施行(7 月) 

33 1958 藻岩第 2 浄水場通水(8 月) 

35 1960 第 2 期拡張事業認可(3 月)，起工(4 月) 

36 1961 豊平町と合併，月寒・定山渓・平岸水道の継承(5 月)

39 1964 隔月検針・徴収制の採用(4 月) 

40 1965 給水装置に水抜き栓採用(4 月) 

42 1967 水道事業管理者を置く(1 月) 

手稲町と合併・手稲・手稲東水道の継承(3 月) 

第 3 期拡張事業認可(3 月)，起工(4 月) 

料金の納付制の採用(4 月) 

給水人口 50 万人突破(8 月) 

46 1971 4 カ月検針，料金の口座振替制の採用(4 月) 

西野浄水場通水(4 月) 

521977水道記念館開設(7 月) 

豊平営業所開設(12 月) 

531978給水普及率 90％突破(3 月) 

東営業所開設(12 月) 

541979水質試験所完成(2 月) 

白川第 2 浄水場通水（10 月） 

551980第 6 期拡張事業認可(3 月)，起工(4 月) 

北部配水事務所開設(4 月) 

南営業所開設(4 月) 

581983白川第 2 浄水場拡張(7 月) 

591984藻岩浄水場水力発電所完成(3 月) 

第 7 期拡張事業認可(3 月)，起工(4 月） 

清田配水池通水（7 月） 

601985料金業務にオンラインシステム導入(4 月) 

藻岩第 1，白川両浄水場が近代水道百選に選

ばれる(5 月) 

611986給水人口 150 万人突破(5 月) 

621987緊急貯水槽設置(2 月) 

水道局本局庁舎落成・創設 50 周年記念式典

(10 月) 

631988第 1 次施設整備事業着手(4 月) 

白川第 3 浄水場通水(6 月) 

平成元年1989定山渓ダムしゅん功(10 月) 

２1990南部配水事務所開設(4 月) 

３1991検針業務にハンディターミナル導入(4 月) 

厚別営業所開設(12 月)  

４1992石狩西部広域水道企業団設立許可(3 月) 

第 2 次施設整備事業着手(4 月) 

６1994手稲営業所開設(1 月) 

西部配水池通水(10 月) 



Ⅲ 水道事業を取り巻く社会環境の変化 
 

- 6 - 

Ⅲ 水道事業を取り巻く社会環境の変化 

 

１ 水需要の変化 

 

わが国では，高度経済成長期における人口の増加に加え，生活水準の向

上，産業経済活動の拡大などの結果，急速に給水需要が高まりました。 

しかし，近年は，人口増加の鈍化や少子高齢化の進展による世帯構成の

変化，節水型機器の普及などによる節水の広まりに加え，バブル経済崩壊

以降続いている長期的な景気低迷などの影響により，水需要の伸びは従来

に比べて小さくなってきています。 

一方，食品の安全性や品質について，厳しい目が向けられており，飲み

水についても，浄水器やミネラルウォーターが普及するなど，その安全性

やおいしさに対する関心は非常に高くなっています。 

このように，利用者は，量の確保はもとより，安全性やおいしさなど質

の向上を求めており，より安全で良質な水の供給を続けていくことが必要

になってきています。 

 

水道事業の重要度 
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なお，環境ホルモン（内分泌かく乱化学物質）2などの新しい化学物質に

よる問題が提起され，また，分析技術の発達により，微量の汚染物質が測

定可能となる中，ＷＨＯ（世界保健機関）の飲料水水質ガイドライン3の全

面改正を背景として，新しい水道水質基準4が平成１６年度（2004年度）か

ら適用されます。 

 

 

                         
2環境ホルモン 動物の生体内に取り込まれた際，その生体内で営まれている正常なホルモンの

働きに影響を与える外因性の物質。 
3飲料水水質ガイドライン 各国が飲料水の安全基準を策定する際の基礎資料として世界保健

機関（ＷＨＯ）が勧告した飲料水の目標水質。 
4新しい水道水質基準 水質基準は，水道法に基づき厚生労働省令により定められた水道水が有

すべき水質の要件です。平成１６年（2004 年）４月から改正基準が適用され，項目数が従来の

４６から５０に増えています。また，これまで水質基準を補完する項目として「快適水質項目」，

「監視項目」，などの枠組みがありましたが，今回の改正に伴い，これらに代えて「管理目標設

定項目」，「要検討項目」が設けられました。 
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２ 国内外における規制緩和の動き  

 

近年，公的サービスにおける役割分担の見直しの動きが進む中，これま

でそのほとんどが公営企業として進められてきた水道事業の経営につい

ては， 

① 公共施設等の建設，維持管理，運営などを民間が有する資金，経営
能力，技術的能力を活用して行う「ＰＦＩ（プライベート ファイ

ナンス イニシアティヴ）」 

② 水道法及び地方自治法の改正に伴う水道施設の管理運営に関する
民間企業などへの「委託範囲の拡大」 

③ 試験研究，大学の設置・管理，公営企業に相当する事業の経営など
の事業について，地方公共団体から独立した法人として運営を行う

「地方独立行政法人制度」 

などが検討もしくは一部導入され始めており，こうした動向を踏まえな

がら，より効率的な事業運営を進めていくことが求められています。 

一方，海外では，形態は多種多様であるものの民間企業に水道事業を担

わせるケースも出てきています。 

こうした中，民間規格団体であるＩＳＯ（国際標準化機構）では，上下

水道事業の品質管理，サービス（業務）に関する国際規格の策定に向けた

検討が進められ，平成１８年（2006年）７月から国際規格の適用開始が予

定されています。 

また，ＷＴＯ（世界貿易機関）では，サービス（業務）の貿易に関する

自由化の協議を進めており，水道事業についてもその協議の対象とされて

います。水道サービス（業務）が自由化されることとなれば，ＩＳＯが策

定する国際規格がその標準となることが見込まれており，水道サービス

（業務）の客観性・透明性がますます求められてきます。 
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３ 環境への配慮  

 

２０世紀後半以降，資源やエネルギーの大量消費を招き，その結果，環

境への負荷を増大させ，地球規模での環境問題が顕在化してきました。 

良好な環境を保全し，将来の世代に引き継いでいくためには，物質的な

豊かさや快適さをひたすら追求する価値観や生活のあり方を見つめ直し，

環境保全・創出のための活動に取り組んでいかなければなりません。 

近年の地球環境問題に関する意識の高まりを反映し，企業活動のあり方

も大きく変化してきています。そうした中，水道事業は水循環5に直接関わ

っており，環境保全・創出のための活動に加え，流域圏の水の統合管理の

ために関係機関との連携が求められます。 

 

 

                         
5 水循環 太陽エネルギーを受けて海や陸から水が蒸発し，雨や雪となって地表に降り注ぎ，
土壌水や地下水として保持され，地表に湧出した後，川を下り，海に注ぎ，蒸発して再び雨に

なるという自然の中で繰り返される大きな循環。 

地球温暖化防止のための取り組み

できる部分が
あれば取り組む

70.0%

積極的に
取り組む
28.7%

どちらかというと取
り組むことはむずか

しい
0.4%

わからない
0.1%

個人の日常生活へ
のしわ寄せは反対

0.5%

どちらともいえない
0.3%

平成14年度国民生活モニター調査より 全体（N=2250）
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４ 地方分権・協働型社会 

 

平成１２年（2000 年）の地方分権一括法の施行により，本格的な地方分

権型社会の実現に向けての動きが進んでいます。地方分権とは，国の権限

が委譲されるだけでなく，自己決定・自己責任による地域経営を行ってい

くことです。これからは市民・企業・行政など地域社会を構成する全員が，

自分の帰属する地域の持続的発展に貢献する協働型社会を実現していかな

ければなりません。 

水道事業においては，市民の財産でありライフラインとして必要不可欠

な存在となっている水道を将来にわたって維持していくためには，特に水

源の保全や災害対策などにおいて，市民，ＮＰＯ（民間非営利団体），企業，

水道事業者それぞれが責任と役割を果たして連携を図っていく必要があり

ます。 

また，国による市町村再編の推進など，広域化の動きが高まっています

が，市町村単位での運営が基本となっている水道事業においても，今後は

水質や水源保全，災害対策など様々な問題に対応していくため，広域的な

連携が求められます。 

 

 

 

 
協働型社会の実現に向けて重要なこと

14.2

1.6

13.4

15.0

18.2

22.1

23.8

24.1

24.4

27.9

31.1

50.2

0 10 20 30 40 50 60

わからない

その他

学校と地域が連携すること

地域活動や市民活動への行政職員の理解が進むこと

住民間で地域情報が共有されること

町内会活動が充実すること

行政サービスを見直して行政のスリム化が進むこと

市民が主体的にまちづくりに関わること

子供がまちづくりに関心を持つ機会を増やすこと

地域活動や市民活動を担う人材が育つこと

行政からの情報提供が充実すること

市民がまちづくりに関心を持つこと

平成14年度札幌市政世論調査より 全体（N=1201）複数回答
（％）
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Ⅳ 札幌水道の現状と課題 

 

１ 水 源 

 

(1) 水源の確保 

 

創設以来，札幌水道は給水需要の増大に対応するため，計画的に水源

を確保してきました。 

その結果，現在は，豊平川，琴似発寒川，星置川の３つの河川を水源

としています。このうち，豊平川は，その98％をまかなう最も重要な河

川で，その上流に豊平峡ダムと定山渓ダムという２つの大きな貯水施設

を有しています。 

こうした計画的な水源の確保に加えて，冬期間の降雪により，多量の

雪が夏期近くまで融雪水や涵養水として蓄えられるため，水量は比較的

安定しており，札幌市は今まで一度も水不足を経験したことがありませ

ん。 

 

※　平成40年度以降，当別ダムから浄水（48,000m3/日）を受水する予定。

札幌水道の水利権（平成14年度末）

合　　計　　1,035.2千m3/日

豊平川（1,013.0千m3/日）
97.8％

豊平峡ダム

（528.0千m3/日）
51.0％

定山渓ダム

（320.0千m3/日）
30.9％

表流水
（165.0千

m3/日）
15.9％

琴似発寒川（16.2千m3/日）
1.6％

星置川（6.0千m3/日）
0.6％

 
 

また，平成４年（1992年）からは，当別ダムを水源とする石狩西部広

域水道企業団に参画し，将来の給水需要に備えるほか，水源を分散化し

て，災害や事故に対するリスクの低減化を図っています。 
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(2) 水源水質の保全 

 

豊平川上流にある豊平峡ダムと定山渓ダムは，どちらも集水区域のほ

とんどが支笏洞爺国立公園や国有林野内にあり，水源の水質保全という

観点からは，全国の大都市と比較して恵まれた好ましい環境にあります。 

このように，水源上流部は非常に恵まれた環境にありますが，ダム放

流後，水道原水が浄水場に届くまでに事業活動に伴う油脂類や汚水の漏

出など，偶発的な水質事故が発生する可能性があり，水質の良好性が損

なわれることが懸念されます。このことは，他の水系においても，取水

されるまでに同様な汚染の危険性があります。 

このため，水道局では，定期的な水源周辺のパトロールをはじめ，水

源水質監視装置を設置し，水質汚染の防止に努めてきました。 

さらに，平成１４年（2002年）には「水道水源での水質汚濁のおそれ

のある行為などへの対応指針」を策定し，ジェットボートなどのアウト

ドアスポーツを対象に，行為者や関係機関に対して，自粛あるいは自粛

を促す指導を要請するとともに，水質保全に関して，市民などへの啓蒙

活動を行っています。 

このように，水質の安全性を確保していくためには，今後，水源の保

全はますます重要な課題となってきます。 

 

 

 

 

水道水源を良好な状態で保全していくために札幌市に望むこと

森林・緑地の保全
整備

25.3%

水質汚濁事故や不法
投棄のパトロール体制

の強化

25.3%

開発事業の抑制
14.6%

生活排水の水質向上
対策

14.1%

事業所の立入検査
強化
7.4%

農用地の農薬・肥料の
適正使用の指導

6.5%

無回答
1.9%

わからない
4.7%

その他
0.2%

平成13年度札幌市政世論調査より
全体（N=1298）
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２ 水道施設 

水道水が利用者に届くまで 

 

 水 源 

    

 取水･導水･浄水施設（水源から取水し，浄水場へ送り，浄水する） 

    

・浄水場は５カ所あり，白川浄水場が浄水能力の８割近くを占めて

います。 

    

・浄水処理方法は急速ろ過方式で，浄水の良好な水質を確保してい

ます。 

 

 送水･配水施設（浄水場から配水池に送り，自然流下やポンプにより配水管へ） 

    

・配水センターにおいて，配水量の管理を一元的に行っています。 

    

・藻岩・平岸・清田・西部の４大基幹配水池から，大部分の地域へ

配水しています。 

    

・全市の７５％は自然流下方式で配水しており，残りの２５％であ

る高台地区へはポンプ揚水しています。 

 

 配水管（市内を縦横に走っており，水を利用者へ） 

    

・総延長は約6,000kmとなり，市内給水区域を網羅しています。 

    

・計画的な漏水防止対策，管路の更新や洗管作業などにより，良好

な状態を維持しています。 

  

水道利用者 
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配水管を含む水道施設は，これまで，長期的な見通しのもと，計画的かつ

効率的に拡張整備及び維持管理を行ってきましたが，高度経済成長期及び急

速な人口増加に伴う給水需要の増加に対応して短期間で整備してきた水道施

設が，今後，次々に更新時期を迎える中，計画的な対応が求められることに

なります。 

 

主な施設の整備状況（平成14年度末現在） 

12年 36年(再) （46年休止） H14(改)

33年(増) 42年(増)

46年 50年(増)

54年 58年(増)

63年 H9年

58年

46年

53年

藻岩配水池 12年

30年(増)

34年(増) 41年(増) 60年(増)

48年 52年 55年(増)

59年

H6年

（Hは平成，それ以外は昭和）
注：（再）は運転再開，（増）は増設，（改）は改修を表す。

藻岩第２浄水場

白川第１浄水場

44年

20年

32年

25年

定山渓浄水場

24年

15年

白川第２浄水場

白川第３浄水場

0年

32年

藻岩第１浄水場

施設名
旧　　　　　　　　→　　　　　　　　新

（年度）
建設後
経過年数

－

西野浄水場

宮町浄水場

8年

平岸配水池

清田配水池

西部配水池

32年

H8(改) 6年

19年46年

（増）

（増）（増）

 

 

布設年度別配水管延長 

0

50

100

150

200

250

300

S40 S45 S50 S55 S60 H元 H5 H10 H14 年度

㎞
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(1) 浄水施設 

 

現在，５カ所の浄水場（藻岩，白川，定山渓，西野，宮町）が整備さ

れ，一日当たり835,200ｍ3の浄水能力を有しています。 

また，浄水処理方法は，いずれの浄水場も急速ろ過方式6を採用し，水

質基準に適合した水道水を供給しています。 

 

藻岩浄水場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浄水場の現状（平成14年度末現在）    （単位 ｍ3/日） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
6急速ろ過方式 原水中の濁りの成分を除去するため，凝集剤という薬品を加えて細かい粒子を

相互付着（凝集）させ，できるだけ除去した後，砂を敷き詰めたろ過層により，１２０～    

１５０m/日の速度でろ過し，塩素消毒を行う浄水処理方法。これに対して，緩速ろ過方式は，

薬品を使わず４～５ｍ/日の速度で砂ろ過する方法ですが，大規模浄水場ではあまり採用されま

せん。 

 

155

650

9

15.6
5.6

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

豊平川水系 琴似発寒川水系 星置川水系

定山渓浄水場
白川浄水場
藻岩浄水場

西野浄水場
％

宮町浄水場

合　計

８３５.２千ｍ３／日
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(2) 送・配水施設 

 

①送水施設 

現在，主要な送水管として，白川浄水場から平岸配水池あるいは清田

配水池へ送水する白川第１・第２送水管があり，札幌市の全給水量の約

80％を送水しています。このうち，白川浄水場から平岸配水池までは，

２系統の送水管からなっていますが，平岸配水池から清田配水池までは，

１系統のみの送水管により送水されています。 

このため，今後は，より一層の安全安定給水の確保に向けて，送水管

の多重化や耐震化を図っていく必要があります。 

 

②配水施設 

現在，札幌市では，藻岩，平岸，清田，西部の４大基幹配水池と３カ

所の小規模浄水場（定山渓，宮町，西野）の配水池から，全給水量の約

75％を自然流下方式7によって配水しています。また残りの25％について

は，ポンプ場と高区配水池を経由して配水しています。 

なお，ポンプ場，高区配水池は，平成１４年度（2002年度）末現在で

81カ所であり，その効率的かつ適正な維持管理が求められています。 

 

配水池の内部 

 

 

また，配水池は，昼間や深夜など時間によって増減する水の使用量と，

浄水場から送られる水量を調整するとともに，適正な水圧を保って安定

した給水を行う機能を持った水道水のストック施設です。 

そのため，配水池の有効容量は，需要水量の変動の調節とともに災害

                         
7自然流下方式 土地などの高低差による位置エネルギーを利用して水を流下させて配水する

方式。これに対し，ポンプを用いて地盤の高いところへ配水するものを「ポンプ加圧方式」と

いいます。 
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などへの対応も考慮して， 12時間分以上を確保することを目標に設定し

ています。しかし，現在，配水量の約57％を占める平岸配水池系では，

有効容量が12時間分を下回っていることに加えて，今後の需要水量の増

加に対応していくためには，必要な配水池の新設や，平岸・清田・西部・

藻岩の４大配水池系で配水区域を調整し，適正な貯留時間の確保を図る

必要があります。 

 

(3) 配水管 

 

市内一円に網の目のように張り巡らされている配水管は，これまで計

画的に布設を進めた結果，現在の総延長は約6,000㎞に達しています。 

 

配水管の現状（平成14年度末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配水管の布設・更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの膨大な配水管は，日常的な保守管理と計画的な維持管理業務
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を実施するなど適正に管理され,さらには老朽管や外面腐食管等の計画

的な更新等により高い有収率8を維持しています。 

今後は，給配水管情報システム（マッピングシステム）9や配水施設を

集中監視する配水情報管理システム等のデータベースを有効に活用して

既存施設を客観的に評価し,より適正な管網の整備と計画的な更新を進

めるとともに,効率的な維持管理を推進していく必要があります。 

 

給配水管情報システム（マッピングシステム） 

 

 

また，これまで漏水防止作業を着実に進めてきた結果，漏水量は年々

減少してきています。今後も，漏水率の一層の低下を目指し，効果的・

効率的な漏水防止作業を進める必要があります。 

 

 

漏水率の推移 

5.9 5 .7
5 .0

4 .5 4.4 4.3 4. 3

6 .16.2

0. 0

3. 0

6. 0

6 7 8 9 10 1 1 12 13 1 4

平 成 年 度

（％ ）

 

 

 

                         
8有収率 配水量のうち料金収入に結びつく水量の割合。 
9給配水管情報システム（マッピングシステム） 給配水管の布設状況をコンピュータで検索で

きるシステム。事故などにより管が折損したときに，管の材質や布設年次，バルブの位置を即

座に確認することができ，復旧作業の迅速化が図られ，被害を最小限にくい止めることができ

ます。 
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(4) 水質の管理 

 

安全でおいしい水の供給のためには，水源から浄水場，給水栓に至る

までの水質をきめ細かに管理していく必要があります。 

現在は，水源パトロールを実施したり，浄水場における日常検査や水

質試験所において水源から給水栓までの各ポイントの定期的な試験など

徹底した管理を行い，水質の安全性を確保してきています。また，水質

自動計器は，従前から浄水場で導入してきましたが，平成９年度（1997

年度）からは，さらに，水源や給水栓も水質自動計器により連続して監

視する「水質情報管理システム」を導入して水質監視能力の向上を図っ

ています。 

現在，札幌市の水道水質は水質基準を満たしていますが，平成16年度

（2004年度）から改正水質基準が適用されることに伴い，測定項目が増

え，基準が厳しくなることから，今後も継続して良質で安全な水道水を

供給するために，水質管理体制の強化を図っていく必要があります。 

 

砥山ダム水源水質自動監視所の内部 

 

（濁度，pH，電気伝導率などの項目を２４時間監視しています） 
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(5) 災害対策 

 

①施設及び管路の耐震化 

現在，災害時においても安定的な給水を維持するため，施設の耐震診

断を計画的に実施していますが，今後，耐震補強と施設更新を整合させ

た耐震化計画を策定し，効果的な施設の整備を進めていく必要がありま

す。 

また管路についても,配水管の整備や更新時に必要に応じて耐震型継

手を採用するなど耐震性の強化に努めてきましたが,全体的に見て十分

な水準に達している現状ではなく,今後とも計画的に耐震化を進める必

要があります。 

 

②配水区域のブロック化 

事故や災害時の被害を最小限にとどめ,さらに水圧の均等化や漏水量

の低減化などを目的として配水区域を適当な大きさに分割するブロック

化に取り組んでいます。 

平成１５年度（2003年度）末には９６カ所の整備を完了しますが,今後

も，事故や災害時における安定した給水のため,配水管網の整備とともに

ブロック化を進めていく必要があります。 

 

配水区域のブロック化 

 

 

 

③応急給水拠点施設 

現在，ＪＲ函館本線以北の軟弱地盤などを対象に災害発生後の飲料水
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を確保するため，応急給水拠点としての緊急貯水槽10の整備を昭和６２

年（1987年）から進めています。 

また，主要配水池には，地震時に自動的に管路を遮断して水道水を確

保する緊急遮断弁を整備しています。 

今後は，こうした応急給水拠点施設を利用しながら，市民と合同によ

る訓練の実施や災害発生時の応急給水体制の確立など，危機管理体制の

強化を図る必要があります。 

  

緊急貯水槽 

 

 

④他団体との連携 

災害時の相互応援体制として，他都市の水道事業体と合同訓練を行う

など体制の整備を進めています。また，災害時には，道内の水道事業体

間における応援活動を実施しており，今後も，他の水道事業体との情報

交換等に努め，応援体制の一層の充実を図っていく必要があります。 

                         
10緊急貯水槽 地震などの災害発生後３日間市民の生命維持のための飲料水を慮注しておく施

設。札幌市では，直径 2.6 メートルの大口径の配水管で，普段は水が流れていますが，地震が

発生した際には，自動的に前後のバルブが閉止され，内部の水道水を貯留します。 
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３ 利用者サービス 

 

(1) 給水サービス 

 

①貯水槽水道11や給水装置12の適正な管理に向けた取り組み 

ビルやマンションなどに設置されている貯水槽水道は，設置者が責任

を持って管理し，受水槽の清掃や水質管理などその管理方法については

衛生行政（保健所）が指導を行っています。しかし，特に１０ｍ3以下の

小規模受水槽については，法定検査受検率は，受検義務がないとはいえ

極めて低いのが現状であり，定期清掃などの管理が適正に行われない場

合には衛生上の問題が発生する恐れがあります。 

そのため，貯水槽水道の管理の充実を図る目的から，平成１４年度

（2002年度）に水道法が改正され，水道事業者が設置者に対して，適切

な関与を行うことにより，衛生行政と連携しながら管理の徹底を図るこ

とが可能となりました。札幌市においても，貯水槽水道利用者からの水

質相談にも応じる体制を整備するとともに，主に小規模受水槽について

は，管理状況の実態把握を兼ねた点検サービス事業を行っています。 

また，利用者の給水装置に対する管理技術の向上と管理意識の高揚，

さらに有収率の向上を目的として，利用者の給水装置に関する相談や適

正管理に向けた技術的アドバイスを行う「巡回サービス」を実施してい

ます。 

 

給水装置の管理区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
11貯水槽水道 ビルやマンションなどに水道事業が供給する水を，受水槽で受けてポンプなど

により各利用者に水道水を給水するもの。 
12給水装置 配水管から分岐して利用者に水を送る給水管とこれにつながる水道メーター，給

水栓などの給水用具。 

 

管理区分 水道局所有者

給水管

水道メータ

止水栓

給水栓(蛇口)

宅地部分 道路部分

配水管給水装置給水装置

お客様の財産

管理区分 水道局管理区分 水道局所有者所有者

給水管給水管

水道メータ水道メータ

止水栓止水栓

給水栓(蛇口)給水栓(蛇口)

宅地部分 道路部分

配水管配水管給水装置給水装置給水装置給水装置

お客様の財産
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今後は，こうした給水装置や貯水槽水道の適正管理のための取り組み

を継続していく一方，一定レベルの配水管圧のある地域においては受水

槽を経由せずに各戸に給水する直結給水方式の普及に努めていく必要が

あります。 

 

直結給水の普及状況 
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②電話受付センター 

平成１１年度（1999年度）から，転出・転入に伴う水道使用中止・開

始の届出を受け付ける「電話受付センター」を開設し，転出入届の受付

窓口の一元化や受付時間の延長により利用者の利便性の向上に努めてき

ました。 

今後は，水道料金や水質，故障などに関する相談や問い合わせに一括

して対応できる総合窓口としての機能拡充を図る必要があります。 

 

転出・転入の届出件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

161 ,7 9 4 161 ,6 24 16 5 ,1 4 9
17 5 ,4 5 2
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水 道 局 全 体 うち電 話 受 付セ ン ター

※ 　平成 11年 1 2月 に電話 受 付セ ン ター を開 設 。
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③冬期の水道凍結対策 

冬期に多発する水道凍結対策として，広報や巡回サービスによる水抜

き方法等の指導・周知など，さまざまな手段により市民への凍結防止の

ＰＲを積極的に進めています。 

今後は，気象情報等の活用により，寒波の襲来前に報道機関を通じて

注意を促すなど凍結防止ＰＲをさらに徹底していく必要があります。 

 

(2) 検針・収納体制及び料金体系 

 

①検針・収納体制 

検針や料金収納については，水道料金の納付窓口の場所や時間帯が限

られていたり，また，水道メーターの検針と料金請求の間隔が各々４ヶ

月，２ヶ月と異なることから，利用者がとまどうケースが見られていま

した。これらに対して，口座振替制の拡大促進やコンビニエンスストア

への支払窓口の拡大を図ってきました。また，平成１６年度（2004年度）

で２ヶ月検針・２ヶ月収納体制への移行を終えるほか，積雪期の検針を

可能とする無線式メーターの調査研究を進めてきたところです。 

今後とも，生活様式の多様化に伴う利用者ニーズに対応した検針・収

納体制の充実を図っていく必要があります。 

 

②料金体系 

札幌市の水道料金は，基本料金と従量料金とからなっています。 

基本料金は，一般家庭の場合で，１ヵ月１０ｍ3までを基本水量とし，

その範囲までは使用水量にかかわらず同一料金となっています。これは，

１０ｍ3程度の水は日常生活上必要であり，公衆衛生の向上の観点から，

この部分の料金を低廉化して一定の範囲内での水の使用を促進させよう

とするものです。 

また，従量料金は，多量消費を抑制し，限られた水資源を合理的に使

用するため，使用水量が増えるに従って料金単価が高くなる逓増制を採

用しています。 
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４ 経営 

 

(1) 財 務 

 

昭和４７年（1972年）の政令指定都市への移行など，市の発展に伴う

人口の急激な増加に対応するため，施設の拡張整備を行ってきました。 

しかし，その財源の大半を企業債に依存せざるを得なかったため，資

産に対する企業債残高の割合が高い一方，自己資本構成比率13は他の大

都市平均を下回っています。 

また，建設改良費に対する企業債充当率14も大都市平均に比べて高く，

依然として企業債への依存度が高い状況にあります。 

また，収入の大部分を占める給水収益については，今後，人口増加の

鈍化や節水の広まりなどにより大きな伸びを見込むことができない一方，

支出については，水道施設の維持管理経費の増加が見込まれることから，

今後は，厳しい事業運営が求められることになります。 

 

自己資本構成比率及び企業債充当率の推移 

自己資本構成比率の推移
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13自己資本構成比率 総資本（負債・資本合計）に占める自己資本の割合。 
14企業債充当率 建設改良費のうち企業債が充てられる割合。 
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企業債充当率の推移
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(2) 経営の効率化 

 

これまで，「業務改善計画」15による経営の効率化に取り組み，一般検

針業務，水道用機材等の検査業務，浄水場排水処理施設の運転業務，配

水管維持管理業務，配水施設の日常点検業務などの委託化を進めてきま

した。 

また，日常業務のＯＡ化16，機構改革の実施により，組織の簡素化・

効率化に取り組んできています。 

 

 

 

 

 

 

                         
15業務改善計画 事業を見直し民間活力を活用することにより，職員定数の抑制に努め，経営

の健全化を図ることを目的に，平成６年度（1994 年度）から，技能職員の業務の委託化・請負

化，技能職員の転任・退職の後任不補充を実施しています。 
16ＯＡ化 事務部門における能率向上のために行われる自動化。特に，パソコン・ファクシミ

リなどの導入により，書類の作成・保存・検索・送付などの事務を合理化することをいいます。 

（資料）各年度の「地方公営企業決算の状況」から札幌市水道局により算出。

（注）大都市とは，東京都及び政令指定都市を示す。   

（注）自己資本構成比率 ＝（自己資本金＋剰余金）÷ 資産残高 × 100 

企業債充当率 ＝ 企業債起債額 ÷ 建設改良費(税込) × 100 
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職員定数の推移 
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(3) 環境に配慮した事業運営 

 

現在，環境への配慮を重視し，水道工事に伴って生じた建設発生土（掘

削した土砂）を埋戻し材としてリサイクルする事業や，浄水処理の過程

で発生する浄水汚泥を乾燥させるための方法として天日乾燥床方式17を

採用するなど，省資源・省エネルギーに配慮した事業運営を行ってきて

います。 

また，札幌市の基本施策として，環境マネジメントシステム18を構築

し，平成１３年（2001年）１１月には，環境マネジメントシステムの国

際規格であるISO14001 の認証を取得するなど，環境負荷の低減に努め，

環境配慮型の事業を推進しています。 

さらに水道局では，環境保全施策の継続的な改善を図ると同時に，環

境保全施策に関して水道利用者の理解を深めてもらうため，その費用対

効果を定量的に評価する手段である環境会計を導入し，また，環境保全

施策全般について説明した環境報告書を作成・公表しています。 

 

 

 

                         
17天日乾燥床方式 原水の濁りを取り除く浄水処理の過程で発生する汚泥を自然エネルギーで

ある太陽熱により乾燥させる方法。 
18環境マネジメントシステム 企業など組織の活動や提供するサービスが環境に与える負荷を

低減することを目標として，環境保全に向けた取り組みを継続して実施していくための組織的

なしくみ。環境保全に関する方針や目標，計画などを定め，これを実行，記録し，その実行状

況を点検して方針等を見直す一連の手続きを定めます。 
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環境報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 人材の育成と国際協力 

 

水道技術は，土木・機械・電気・化学など，各分野が複合した専門的

な技術といえます。そのため，これらの技術の体系的で効率的な修得と

技術力の向上を目的に，平成９年（1997年）に，給配水技術研修所を設

置し，研修体制の強化を図り，人材の育成を進めてきています。 

また，海外技術協力の一環として，ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力

機構）に協力し，昭和４５年（1970年）から海外へ職員を派遣している

ほか，昭和５０年（1975年）からは，東南アジアや中南米などの国から

水道技術者を受け入れ，水道技術の研修を行っています。また，友好都

市の瀋陽市（中国）とは，平成２年（1990年）に友好合作協議書を締結

し，それに基づく相互技術交流を行っています。 

こうした取り組みを通して，札幌水道の技術力を海外に広くアピール

するとともに，職員の意識向上や職場の活性化につながっています。 

 

国際技術協力の現状（平成15年11月末現在）      （単位 人） 
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(5) 周辺地域との連携 

 

将来の水源確保と水源の分散化に対応するため，北海道及び小樽市，

石狩市，当別町の周辺３市町とともに当別ダムを水源とした石狩西部広

域水道企業団に参画しています。 

今後は，利用者ニーズの高度化・多様化や本格的な地方分権の進行な

どにより，周辺の市町村が直面している課題に対して，行政区域を超え

て取り組むなど，広域的な連携をさらに強化していくことが必要になっ

てきています。 
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Ⅴ 札幌水道の今後の目指すべき方向 

 

１ 基本理念  

 

基本理念 

利用者の視点に立つ 

 

 

水道普及率が100％近くに達し，量的充足に加えて，質的充実が求めら

れる中，水道事業者は，独占事業で利用者に選択の余地がないことを謙虚

に受け止めるとともに，サービスの内容や質の検討に当たっては，利用者

のニーズを十分把握し，かつ，サービスの水準とコストとのバランスに十

分留意しながら，利用者の視点に立った事業運営を展開していきます。 

また，水道事業は，市民の生命や健康に直接関わる事業であることから，

地方公営企業など公共の関与のもと，民間的経営手法を取り入れ，経営の

効率化，さらには顧客指向による利用者サービスと信頼性の一層の向上に

努め，良質で安全かつ安定した給水を今後も維持していきます。 
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２ 基本的な考え方 

 

札幌水道は，これまで，水道事業の使命である「安全安定給水」と「健

全経営」に努めてきました。 

しかし，これからの事業運営を取り巻く社会環境の中では，変化する社

会環境や多様化かつ高度化する利用者ニーズに対応するため，利用者の視

点に立ち，事業内容や提供するサービスをレベルアップしていく必要があ

ります。 

そこで，こうした考え方に基づき，以下のように，４つの目標（将来の

あるべき姿）と，８つの施策の基本方向（目標実現のために進めていく施

策の基本的な考え方）を設定しました。 

 

（目標１）安全で良質な水の確保 

（目標２）安定した水の供給 

（目標３）利用者に満足される水道 

＜施策の基本方向１＞水源の確保と水源保全の強化 

＜施策の基本方向５＞利用者サービスの充実 

＜施策の基本方向８＞環境に配慮した事業運営の推進 

＜施策の基本方向４＞総合的な危機管理システムの確立 

＜施策の基本方向２＞水質管理の強化 

＜施策の基本方向３＞効率的な施設整備と維持管理 

＜施策の基本方向６＞経営の健全化・効率化 

＜施策の基本方向７＞活力ある人材・組織づくり 

（目標４）健全経営のもと自律した水道 
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３ 目標と施策の基本方向 

 

 （目標１） 安全で良質な水の確保                                   

 

 

 

 

水源の確保や水源の保全・水質の強化を図ることにより，これからも

安全で良質な水の供給を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

豊平峡ダム 
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＜施策の基本方向１＞ 水源の確保と水源保全の強化 

 

水源の確保を図るとともに，水源環境の維持やより良質な原水の確保な

ど，水源保全に努めていきます 

 

(1) 水源の確保 

 

札幌水道は創設以来，豊平峡ダムと定山渓ダムという２つの大きな貯

水施設を確保するなど計画的に水源を確保してきています。 

しかし，現在，水源として，豊平川への依存が極めて高いことから，

万が一水源汚染が発生した場合に備える必要があります。 

このため，水源の分散化と災害や事故に対するリスクの低減化に配慮

しながら，良好な水源を確保していきます。 

 

(2) 水源の保全 

 

現在は，水源見学会を実施したり，地域住民による水源流域の清掃活

動に職員が参加して水源保全の説明を行うなど啓蒙活動を実施していま

すが，今後は，市民などと協働を図りながら水源環境の維持に努めてい

きます。 

また，水源上流で新たな事業が行われる場合などにおいては，将来的

に水源に影響が生じないよう必要な対策を講じることや，事故時の連絡

体制を整備することを事業者に要請しており，こうした取り組みを今後

も強化していきます。 

 

(3) 良質な水道原水の導水方法の検討 

 

現在，水源の大部分を担っているダムでは，良好な水質が維持されて

いますが，水道原水としては，ダムからの放流水を河川の下流で取水し

ているため，途中で汚染を受ける危険性があります。 

そのため，良好な水源の水質を損なうことなく取水する方法について

検討していきます。 
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＜施策の基本方向２＞ 水質管理の強化 

 

水質監視や水質検査体制，調査研究を強化し，水質の安全性をより一層高

めていきます 

 

(1) 水質監視の強化 

 

現在の水質監視体制は，河川パトロールを行うほか，日常検査，定期

的な試験，水質自動計器などにより水源から給水栓までの各ポイントを

監視しています。今後はさらに，水質監視の強化を図り，また，水質情

報管理システムにおける効率的な情報の管理と活用を進め，偶発的な水

源事故の早期対応，安定した浄水処理，配水施設の運用への活用を行っ

ていきます。 

 

水質情報管理システム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) おいしい水の供給 

 

現在の水道水質は，水質基準を満たしていますが，おいしさを求める

利用者ニーズに応えていくために，必要に応じて浄水場の機能向上や運

転管理及び水質管理の強化，配水管における水質管理の徹底を図ります。 

 

 

 

水質自動測定装置設置場

水質試験所

水源から蛇口まで

の連続した水質を

総合的に監視

配水センター

常に配水池の水質

を監視し，配水池

の運用に役立てる

水質情報の流れ 

浄水場

水源の水質情報をいち

早くチェ ックして適正な浄

水処理を行う。
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(3) 新たな水質問題への対応 

 

これからも，水質基準の強化や測定項目の追加のほか新たな水質問題

の発生が予想されることから，これらに対応していくためには，柔軟か

つ迅速に対応できる検査体制の充実・強化を図っていく必要があります。 

また，今後も引き続き水質に関する情報の収集を行い，試験検査方法

の検討，浄水処理への応用，調査研究体制や精度管理体制の整備を図っ

ていきます。 
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（目標２） 安定した水の供給                                       

 

 

 

 

水道施設の計画的・効率的な整備・維持管理を進める一方，災害に強

い水道システムの構築や緊急貯水槽による給水ストックの確保など危機

管理システムを確立し，安定給水の堅持を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

水管橋 
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＜施策の基本方向３＞ 効率的な施設整備と維持管理 

 

水需要に的確に対応し，安定給水を維持していくため，水道施設の計画

的・効率的な整備・維持管理を進めていきます 

 

(1) 水道施設の整備 

 

①浄水場の施設能力の確保及び浄水場の相互バックアップ 

浄水施設は良好な水道水を供給する上で最も重要な施設の一つです。

このため，大規模浄水場である白川浄水場をはじめ浄水場については，

給水需要に対応した施設能力を確保するとともに，災害時や改修・更新

等においても安定した給水が可能となり，かつ過度にならない予備力の

確保を考慮しながら，整備や改修を行っていきます。 

また，浄水場間のバックアップ体制など，災害対策にも配慮して施設

整備を行っていきます。 

 

②送配水施設のレベルアップ 

安全安定給水の堅持に向けて，今後は，平岸配水池から清田配水池の

系統の二重化をはじめ，管路の多重化や耐震化により送水管のレベルア

ップを図ります。 

また，高区系（標高の高い地域への供給）における送水施設の改良・

新設や区域の再編等を検討し，安定的で効率的な施設運用を図っていき

ます。 

 

③配水施設の有効容量の確保 

配水池については，配水区域内の需要変動を平準化し，送水施設の事

故に対しても安定給水を確保するために12時間分以上の貯水容量を確保

していきます。 

また，災害時等においても安定した給水が可能となるように配水池間

の相互融通を図っていきます。 

 

④給水需要に合わせた配水管整備 

現在，配水管は，市内全域をほぼ網羅していますが，都市計画区域の

動向や将来の給水需要を勘案し，適正な管網形成を確立しながら，今後

も，計画的・効率的に布設・整備を行います。 
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(2) 既存施設の維持管理及び更新 

 

①計画的な維持管理の推進 

安全な水を安定して供給するため,経年化する施設の機能を適正に維

持するための更新や保守管理を計画的に実施，継続していきます。 

また,既存施設の機能や構造を総合的かつ的確に診断し,可能なものに

ついてはできる限り施設の延命化を図りながら,現行システムにおける

機能の確保を考慮したうえで計画的に改修・更新を行っていきます。 

 

②配水区域のブロック化 

配水管路の合理的な運用とより効率的な維持管理を行うため,配水区

域のブロック化に継続して取り組みます。 

また,このシステムを利用した水量・水質データの収集や活用方法を調

査研究し,適正な管網整備と維持管理に一層の有効活用を図っていきま

す。 

 

③漏水防止対策の推進 

今後も効果的・効率的な漏水防止作業を継続するほか，管路更新や管

材料の改良などの予防的対策を実施し，さらなる有収率の向上を目指し

ます。 
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＜施策の基本方向４＞ 総合的な危機管理システムの確立 

 

水道施設の耐震化など災害や事故の発生時に被害を最小限に止める水道

システムの構築を進めるほか，緊急貯水槽などの給水ストックの確保や緊

急時の応急給水・復旧体制の強化を図ります 

 

(1) 危機管理に向けた施設整備 

 

①施設及び管路の耐震化とバックアップ機能の充実 

耐震に関する技術開発など，耐震化に関する動向を踏まえながら，こ

れまでの耐震診断データをより有効なものにするため，十分な耐震評価

を行ない，経済性を考慮し，水道システム全体として，効果的な耐震補

強の方策を検討していきます。 

また，建築構造物や配水施設の補強工事を計画的に実施し，管路にお

いても耐震型継手の使用範囲の拡大や新材料の採用を図ります。さらに，

各施設設備の二重化や施設間のバックアップ機能を充実させ，災害に強

い水道システムの構築を進めていきます。 

 

耐震型継手 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②応急給水拠点施設の充実 

緊急貯水槽や主要配水池への緊急遮断弁の設置を今後も計画的に進め

るとともに，学校，公共施設，民間企業等が有している受水槽を活用し

た応急給水拠点施設の整備を検討していきます。 
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(2) 危機管理体制の充実 

 

①防災体制の充実 

災害発生後の被害を最小限に抑え，速やかな応急と復旧の処置が可能

となるよう，災害対策マニュアルを充実するとともに，防災訓練を実施

し，平素から緊急体制を確立します。 

また，災害時の情報収集や提供を図り，また，情報システムの安全対

策を講じていくほか，町内会など地域住民との連携による応急給水訓練

を実施するなど，市民との役割分担のもと防災対策を充実させていきま

す。 

 

②セキュリティの強化 

テロリストによる破壊活動などの懸念が広がる中，市民の健康的な生

活に密接に関わる水道においても，セキュリティや危機管理体制の強化

が強く求められています。 

このため，警報装置や進入防止柵の設置など必要な施設のセキュリテ

ィを強化するとともに，情報管理などにおいても有効な予防策を講じて

いきます。 

 

③他団体との連携 

災害時における道内外の都市との応援体制の充実に加え，今後は，民

間企業や他事業体などとも連携した総合応援体制の確立を目指し，緊急

時における迅速な対応に備えます。 

また，近隣市町村の水道事業体と管路を連結するなど，災害時におけ

る飲料水の相互バックアップ体制について検討します。 
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 （目標３） 利用者に満足される水道                                 

 

 

 

 

利用者との双方向のコミュニケーションを図りながら，利用者ニーズ

に対応したサービスの提供を図り，利用者に満足され，信頼される水道

を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

夏休み親子水道施設見学会 
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＜施策の基本方向５＞ 利用者サービスの充実 

 

直結給水サービスの充実や時代の変化に即した料金体系の調査研究など，

多様化する生活様式に対応した利用者サービスの向上を図ります 

 

(1) 給水サービスの向上 

 

①要望度・必要度に応じたサービスの提供 

利用者ニーズが多様化していく中，今後，給水サービスは，利用者の

要望する度合いや必要性に応じて提供することが求められますが，その

際，受益者負担の有無を含めて，利用者が選択できるサービスの提供の

あり方についても検討します。 

また，貯水槽水道については，利用者に対し水質相談等に応じていく

ほか，設置者に対しては，管理意識の普及啓発を引き続き行っていきま

す。また，中高層建物への直結給水についても，今後も可能区域の一層

の拡大を図ります。 

 

②窓口サービスの充実 

これまで，電話受付センターを開設するなど，利用者の利便性向上に

努めてきましたが，さらに料金，水質，技術的な相談を一括して対応す

る総合窓口を設置し，市民にわかりやすく身近な水道局を目指していき

ます。また，転入・転出の届出など各種申請手続きのＩＴ（情報通信技

術）化を進めていきます。 

 

③冬期の水道凍結対策の推進 

積雪寒冷地の宿命とも言える水道の凍結対策として，これまで行って

きた凍結に関する調査をもとに，メーター等給水装置の保温をはじめと

した技術的な改善を進めます。 

また利用者に対しては，より効果的な手段により，凍結防止のための

積極的なＰＲに努めます。 

 

(2) 検針・収納サービスの向上及び料金体系の見直し  

 

①検針・収納サービスの向上 

積雪等に影響されることなく年間を通して検針が可能となる無線式メ
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ーターなどの導入を進めていくほか，毎月収納の検討など，検針・収納

サービスについて，利用者の利便性の向上に努めていきます。 

 

無線式メーター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②時代の変化に即した料金体系の調査研究 

人口増加の鈍化や少子高齢化の進展による世帯構成の変化をはじめ，

節水型機器の普及などによる節水の広まりや経済情勢の変化により，今

後の水需要の伸びは緩やかになることが予想される中，時代の変化に即

した利用者にとってわかりやすい料金体系のあり方について調査研究し

ていきます。 
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 （目標４） 健全経営のもと自律した水道                             

 

 

 

 

効率的な事業運営や健全財政を堅持していくほか，時代の変化に柔軟

に対応できる，活力ある人材・組織や環境に配慮した事業運営を目指し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

創設当時の藻岩浄水場 
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＜施策の基本方向６＞ 経営の健全化・効率化 

 

コストの一層の節減や計画的な整備更新により，企業債の借り入れを抑制

し財務基盤の強化に努めるほか，事業の見直しを行い，民間的営手法を導

入しながら経営の一層の効率化を図り，健全経営を堅持していきます。 

 

健全財政を長期的に維持していくためには，公営企業など公共の関与のもと

運営される水道事業の役割を認識するとともに，独立採算制の趣旨を踏まえな

がら効率的な事業運営により経済性を発揮する必要があります。 

 

(1) 財務基盤の強化 

 

１００％近い高普及率を達成し，今後，収益の大きな増加が見込めな

いことから，施設の維持管理や建設改良事業については，緊急性や重要

性の高い事業に重点を置きながら，維持管理経費をはじめとするさまざ

まなコストの一層の節減や計画的な整備更新を行うことなどにより，企

業債の借り入れを抑制し，財務基盤の強化に努めていきます。 

 

(2) 経営の効率化 

 

事業の見直しを行い民間活力を活用することが適当な事業については，

適正な業務運営の確保とサービス水準の維持向上に留意しながら，民間

への業務委託の範囲や方法を含め民間的経営手法の導入を進め，経営の

一層の効率化に努めていきます。 

また，他の水道事業体における第三者委託19や地方独立行政法人の状

況，水道事業のＩＳＯ規格化の動向など，水道事業をとりまく環境変化

を的確にとらえながら，事業運営の手法などに関する調査研究を進めて

いきます。 

 

                         
19 第三者委託 平成１４年（2002 年）４月に施行された改正水道法により新たに制度化された

もので，浄水場の運転管理や水質管理など高い技術力を要する業務を包括的に第三者（他の水

道事業者，民間企業等）に委託すること。 
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＜施策の基本方向７＞ 活力ある人材・組織づくり 

 

水道技術の継承・レベルアップや経営感覚など職員の能力向上を図るとと

もに，時代の変化に柔軟に対応できる活力ある組織づくりを進めていきま

す 

 

(1) 時代の変化に柔軟に対応できる組織の構築 

 

時代の変化に柔軟に対応するため，組織の見直しを行い，総合的・機

動的な事業運営が可能となる簡素で効率的な組織を構築していきます。 

また，自己決定，自己責任の時代の中で，企業として，経営に関わる

重要課題に対して戦略的に対応するため，経営企画部門の強化を図ると

ともに，意思決定過程の明確化・一元化を図るなど，組織縦割り型の経

営から脱皮し，マネジメント（経営管理）機能を強化します。 

 

(2) 人材の育成 

 

長い年月をかけて培ってきた札幌水道の知識・技術の次世代への継承

や高水準の水道の構築のほか，広い視野に立った経営感覚のある人材を

育成していくため，実務的な水道技術研修や自己啓発意欲の向上を目的

とした研修など多様な研修機会の充実に努めていきます。 

また，ＩＴ（情報通信技術）を有効に活用しながら，ノウハウの文書

化や蓄積を図るなど，知識・技術を職員全員が共有できる環境を整えま

す。 

 

(3) 技術力の活用 

 

札幌水道がこれまで培ってきた技術力を，道内をはじめとする水道事

業全体の技術力の向上に生かすなど，水道事業の発展に寄与するよう努

めていきます。 
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給配水技術研修所 
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＜施策の基本方向８＞ 環境に配慮した事業運営の推進 

 

事業の展開にあたって，環境負荷の低減を図るほか，環境マネジメントシ

ステムの運用や環境会計の導入・活用などにより，環境保全施策に関して

継続的な改善を図っていきます 

 

(1) 環境経営の推進 

 

環境マネジメントシステムの運用により，取水から給水，一般事務に

至る各業務プロセスにおいて包括的な環境管理を行い，環境保全施策に

関して継続的な改善を図っていきます。 

また，環境保全施策に関して水道利用者の理解を深めてもらうため，

その費用対効果を定量的に評価する手段である環境会計を本格的に導入

し，その評価結果を事業運営に活用していきます。 

さらに，環境情報を記載した環境報告書を継続的に作成・公表し，利

用者とのコミュニケーションに活用します。 

 

環境経営の概念図 

 

 

 

 

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ 

ISO14001

環境報告書

 

水道利用者 環境会計 

札幌市水道局 
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(2) 新エネルギー20などの導入 

 

水道事業に伴う環境負荷の低減を図るため，余剰水圧を利用した発電

など水力エネルギーの有効利用を進めます。また，浄水場やポンプ場な

どの水道施設における新エネルギーなどの利用についての検討を行い，

事業運営上妥当なものの導入を進めていきます。 

 

(3) 資源リサイクルの推進 

 

公共工事において発生する建設発生土は，事業者の責任においてリサ

イクルに努めなければなりませんが，泥炭など埋め戻しに不向きな土の

リサイクル率が低いのが現状です。 

そのため，今後は，他部局，民間企業，研究機関と連携しながら，既

存リサイクル施設の活用や土質改良による再利用方法の研究などを進め，

安定したリサイクル体制を確立します。 

また，浄水処理の過程で発生する汚泥の一部は，グラウンド等の土壌

材料として利用されてきましたが，現在は産業廃棄物として埋め立て処

分されています。そこで，資源リサイクルの一層の推進を図るため，発

生汚泥の有効活用について調査研究を行います。 

 

 

                         
20新エネルギー 平成９年（1997 年）に施行された「新エネルギー利用等の促進に関する特別

措置法」（通称「新エネルギー法」）において，「技術的に実用化段階に達しつつあるが，経済性

の面での制約から普及が十分でないもので，石油代替エネルギーの導入を図るために特に必要

なもの」と定義しています。具体的には，太陽光発電，風力発電，天然ガスコージェネレーシ

ョン， 燃料電池などがあります。 
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Ⅵ 今後の事業展開にあたっての視点 

 

「札幌水道の今後の目指すべき方向」では，４つの目標を掲げましたが，

これらの目標を実現するためには，常に「協働」，「先進性」，「効率性・効果

性」という考え方を念頭に置きながら，事業を進めていく必要があります。 

 

１ 協 働 

 

市民や企業などとの協働によって，地域社会の持続的発展を図っていく

ためには，それぞれの主体が持つ情報を共有することが必要であり，水道

事業においてもその透明性を高めていくことが求められます。 

そして，以下に掲げる双方向によるコミュニケーションを深めながら，

これからは，水源保全や災害対策をはじめとするさまざまな取り組みにお

いて，市民，ＮＰＯ（民間非営利団体），企業，水道事業者などが，それ

ぞれの責任と役割を果たしていくことが必要です。 

 

(1) 情報公開の徹底と積極的な広報 

 

協働型社会において，水道事業者は，水質や経営など利用者の知りた

い情報はもとより，水道水の安全性やおいしさなど利用者に知らせたい

情報を積極的に提供するほか，全ての職員が，説明責任を果たすことが

できる説明能力を身に付けなければなりません。 

また，広報誌や新聞，テレビ，ラジオに加えて，ＩＴ（情報通信技術）

の積極的活用など，情報の種類により提供手段を工夫し，分かりやすい

情報公開を推進していきます。 

さらに，水道事業に対する理解を深めてもらうため，水道施設の市民

見学会をはじめ，水道記念館の整備や緊急貯水槽を使った応急給水体験

など，利用者がじかに見たり，触れたりできる機会を広げていきます。

中でも，将来の札幌市を支える子供たちを対象に，水資源の大切さや水

道事業に関する啓発活動を積極的に行います。 
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市民が知りたい水道に関する情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈資料〉平成 14年度水道利用者アンケート 

 

(2) 利用者ニーズの把握  

 

情報公開と並んで，協働型社会で求められることは，利用者の声を吸

収し，事業運営に反映することです。 

そのため，現在，転入・転出の受付を行っている電話受付センターを

水道に関する総合的な窓口に拡充することや利用者の意識調査など，利

用者の声を反映させる手段を多様化し，これらの声を集約し，具体的な

業務に反映していく広聴体制を充実していきます。 

 

 

 

 

 

0 20 40 60 80 100

その他　　　　　　　　　　　　　

特にない　　　　　　　　　　　　

水道事業の経営状況　　　　　　　

水道施設の整備計画　　　　　　　

環境対策に関する情報　　　　　　

災害対策に関する情報　　　　　　

故障や凍結のトラブルに関する情報

水道料金に関する情報　　　　　　

水質に関する情報　　　　　　　　

（％）

 32.4%(626)

 42.3%(818)

0.6%(11)

 64.4%(1246)

45.6%(882)

 20.8%(403)

 21.9%(423)

全体（N=1,935）
複数回答

13.5%(261)

43.0%(833)
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２ 先進性 

 

(1) 産学官連携21による調査研究 

 

技術革新が進む中，業務の効率化を図り安全で良質な水の安定的な供

給を維持していくためには，これまでの方法に固執することなく常に新

しい知識や技術を集め，積極的に業務に取り入れていく必要があります。 

こうした中，これまで，札幌水道は浄水処理などの分野において，大

学との共同研究の成果を業務に取り入れてきています。 

今後，新たな汚染物質への対応や環境保全などさまざまな課題に対応

していくためには，最新の情報を収集することはもとより，大学や民間

企業などとの連携を図りながら，新たな技術開発や調査研究に積極的に

取り組みます。  

 

（2） 国内外との交流・連携 

 

ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）を通じた職員の海外派遣や海

外技術者の受け入れなど国際技術協力の取り組みにより，国際都市札幌

としての役割を果たすとともに，新しい考え方を取り入れながら水道事

業を運営していくことができる人材の育成がこれからも一層必要になっ

てきています。 

そのため，今後も，国際技術協力をはじめ海外との相互交流を進め，

より高度な専門性や広い視野に立った考え方ができる人材を育成すると

ともに，組織の活性化を図ります。 

 

ＪＩＣＡ研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
21産学官連携 産業界と大学・研究機関，行政の三者の連携による取り組みのことであり，共

同研究開発や情報交換活動が中心となっています。 
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また，大規模事業体の一つとして，従来から，国内水道事業ではリー

ダー的役割を果たしてきましたが，今後も，他の大都市水道事業をはじ

め，国内関連団体との交流・連携を深め，水道事業全体の発展に努めて

いきます。 
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３ 効率性・効果性 

 

(1) ＩＴの積極的・効率的な活用 

 

今後，効率的・創造的な業務を推進していくためには，ＩＴ（情報通

信技術）の先進性を重視し，実際の業務に活用していくことが必要とな

ります。 

そのためには，ソフト・ハード面における情報基盤の整備を進めると

ともに，システム障害や外部への漏洩の危険から情報を保護するため，

情報セキュリティ対策を講じます。 

さらに，各情報システムについて，システム全体の最適化を図るとと

もに，イントラネット22の活用による局内コミュニケーションの拡充や

ナレッジマネジメントシステム23の導入を進めていきます。 

 

 

局内情報の共有化 

 

 

(2) 事業運営の継続的な改善 

 

策定した計画や実施している事業について，その必要性や効果性，優

先性を常にチェックし，次の改善につなげ，環境の変化に弾力的に対応

                         
22イントラネット インターネットの技術を活用した組織内の情報システム。 
23ナレッジマネジメントシステム 職員がさまざまな業務経験から得られた専門知識やノウハ

ウ，情報などを会社全体で一元管理，共有し，新しい価値を創造する力に変えていく経営管理

手法。 
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するとともに，事業運営の透明性を高め，利用者サービスの向上につな

げることがますます重要となります。 

そのため，わかりやすい指標を用いた「目標による管理」など，事業

の管理・評価システムの検討を行い，「Ｐ（Ｐｌａｎ：計画）－Ｄ（Ｄｏ：

実行）－Ｃ（Ｃｈｅｃｋ：点検）－Ａ（Ａｃｔｉｏｎ：見直し）」手法に

よる事業運営の継続的な改善を図っていきます。 

さらに，効率的かつ柔軟な組織づくりを進める一方，職員が事業の効

率性や必要性に関する問題意識を常にもち，その意見や工夫を事業運営

に反映させていきます。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さっぽろ市 

01-W02-03-793 

15-1-59 

古紙配合率 100％再生紙を使用しています。 
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